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○藤岡市有害鳥獣被害対策事業補助金交付要綱 

平成28年3月9日 

告示第41号 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、野生鳥獣による農林産物の被害の軽減を図るために実施する対策(以

下「有害鳥獣被害対策事業」という。)に係る経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付

することについて、藤岡市補助金等に関する規則(昭和42年規則第2号)に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

(補助対象等) 

第２条 この事業の対象者は、市内に住所及び農地を有する者とする。 

２ 補助金の交付対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、有害鳥獣被害対策事

業に要する侵入防止柵等(電気柵、金網柵、防護ネット等をいう。)の設置のための資材の

購入費で2万円以上のものとする。 

３ 補助金の額は、補助対象経費に2分の1を乗じて得た額(当該額に1,000円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てる。)とし、5万円を上限とする。 

４ 補助金の交付は、1世帯につき1の年度において1回に限るものとする。 

５ 過去に有害鳥獣被害対策事業を実施した農地に新たに侵入防止柵等を設置する場合は、

過去に設置した侵入防止柵等が法定耐用年数(減価償却資産の耐用年数等に関する省令

(昭和40年大蔵省令第15号)第1条第1項に規定する耐用年数をいう。)を経過している場合

に限り補助の対象とする。 

(交付申請) 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、有害鳥獣被害対策事業補助金交付申請書(様

式第1号)に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画及び収支予算書(様式第2号) 

(2) 見積書の写し 

(3) 資材設置予定位置図 

(4) 現況写真 

(交付決定) 

第４条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

予算の範囲内で補助金の交付を決定し、有害鳥獣被害対策事業補助金交付決定通知書(様

式第3号)により当該申請をした者に通知するものとする。 
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(事業の変更又は中止) 

第５条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者は、当該事業を変更し、又は中止し

ようとするときは、あらかじめ有害鳥獣被害対策事業計画変更(中止)申請書(様式第4号)

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画及び収支予算書 

(2) 変更の内容が確認できる書類 

２ 市長は、前項の申請に基づき交付決定を変更するときは、内容を審査し、適当と認めた

ときは、有害鳥獣被害対策事業補助金変更交付決定通知書(様式第5号)により申請者に通

知するものとする。 

(実績報告) 

第６条 第4条及び前条第2項の規定により補助金の交付決定を受けた者は、事業完了後速

やかに有害鳥獣被害対策事業完了報告書(様式第6号)に次に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 

(1) 事業実績及び収支精算書(様式第7号) 

(2) 領収書の写し 

(3) 資材納品時の写真 

(4) 資材設置完了後の写真 

(補助金額の決定) 

第７条 市長は、前条の完了報告書が提出されたときは、内容を審査し、補助金の額を決定

する。 

(維持管理等) 

第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受け購入した資材により設置した侵入

防止柵等(以下この条において単に「侵入防止柵等」という。)の適正な維持管理に努め、

侵入防止柵等の使用に当たっては、事故等の防止に配慮するものとする。 

２ 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付目的に反して侵入防止柵等を他人に譲渡し、

又は転貸してはならない。 

(補則) 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(令和4年告示第55号) 
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この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則(令和5年告示第45号) 

この告示は、令和5年4月1日から施行する。 
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様式第１号(第3条関係) 

様式第２号(第3条、第5条関係) 

様式第３号(第4条関係) 

様式第４号(第5条関係) 

様式第５号(第5条関係) 

様式第６号(第6条関係) 

様式第７号(第6条関係) 

 


